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３ 誘導施設設定の考え方 
 

（１）誘導施設とは 

誘導施設とは、都市における居住者の共同の福祉や利便を維持・向上させるために必要な施

設のことであり、都市再生特別措置法第 81 条第２項第３号に位置づけられています。 

誘導施設は、都市機能誘導区域内に設定することができる施設であり、当該区域及び都市全

体における都市機能の配置・充足状況を勘案し、誘導すべき施設を設定するものとします。ま

た、当該区域内において誘導施設の立地の際に講じられる支援措置を事前に明示することによ

り、都市機能の適切な誘導を促進させ、持続可能な都市経営を実現させるものです。 

 

図５－７ 誘導区域等のイメージ図（再掲） 

 

出典：改正都市再生特別措置法等について（平成 27 年、国土交通省都市局都市計画課） 

 

（２）誘導施設設定の考え方 

本市では、表５－１に記載した生活利便施設のうち、市全域からの利用が見込まれる施設

（表５－２）を誘導施設設定の検討対象とし、都市機能誘導区域ごとに誘導施設を設定するも

のとします。 

誘導施設を設定する際、各区域における市全域からの利用が見込まれる施設の分布状況、上

位計画における位置づけ、また、都市機能誘導区域外への移転が望ましくない既存の施設等を

考慮して、次に示す２つのタイプの誘導施設を設定するものとします。 

・誘導タイプ：区域内に立地していない、又は不足しており誘導が必要な施設 

・維持タイプ：既に区域内に立地しており、区域外への移転が望ましくない施設 

 

（参考）都市計画運用指針における誘導施設の考え方 

都市計画運用指針においては、誘導施設について居住者の共同の福祉や利便の向上を図る

という観点から、以下の施設が誘導施設に該当するとされています。 
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・病院・診療所等の医療施設、老人デイサービスセンター等の社会福祉施設、小規模多機能型

居宅介護事業所、地域包括支援センターその他の高齢化の中で必要性の高まる施設 

・子育て世代にとって居住場所を決める際の重要な要素となる幼稚園や保育所等の子育て支援

施設、小学校等の教育施設 

・集客力があり、まちのにぎわいを生み出す図書館、博物館等の文化施設やスーパーマーケッ

ト等の商業施設 

・行政サービスの窓口機能を有する市役所・支所等の行政施設等 

都市計画運用指針第８版（平成 29 年６月、国土交通省）を基に作成 

 

表５－２ 市全域からの利用が見込まれる施設の一覧 

機能 施設 概要 

医療 病院 
・総合的な医療サービスを受けることができる施設

・病床数 20 床以上 

介護福祉 総合福祉センター 
・高齢者福祉の指導、相談の窓口や活動の拠点となる

施設 

子育て支援 子育て総合支援センター
・市民を対象とした児童福祉に関する指導、相談の窓

口や活動の拠点となる施設 

教育・文化 

図書館（本館） 
・市民を対象とした教育文化・スポーツ等のサービス

の拠点となる施設 
文化・スポーツ施設 

商業 大規模商業施設 
・時間消費型のショッピングニーズなど、様々なニー

ズに対応した買い物、食事を提供する施設 

行政 市役所（本庁舎） ・中枢的な行政施設 

金融 銀行・信用金庫 ・決済、融資などの金融機能を提供する施設 

立地適正化計画作成の手引き（平成 29 年４月、国土交通省）、健康・医療・福祉のまちづくり推進ガイド

ライン（平成 26 年８月、国土交通省）を基に作成 
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４ 誘導施設の設定 
 

（１）都市機能誘導区域内の施設立地特性 

都市機能誘導区域内における市全域からの利用が見込まれる施設の立地状況は、表５－３

「都市機能誘導区域内における施設の立地状況」に示すとおりであり、「第５章 都市機能誘導

区域及び誘導施設」で設定した都市機能誘導区域ごとに次のような立地特性があります。（施設

の配置状況は図５－６「都市機能誘導区域図」を参照） 

１）北戸田駅周辺地区 

本地区には、市内で最も高い集客力を有する大規模な商業施設が立地しています。また、

大規模な事業所も立地しています。 

さらに、土地区画整理事業による都市基盤整備が進行中であり、それに伴う宅地開発等も

進んでいることから、今後の人口増加による医療・福祉機能等に対する需要の増加が見込ま

れています。 

 

２）戸田駅周辺地区 

本地区には、市役所、文化会館、図書館、スポーツセンター等の公共施設が集積してお

り、今後も機能の維持を図っていくことが求められる地区です。 

さらに、土地区画整理事業による都市基盤整備が北戸田駅周辺地区同様に進行中であり、

それに伴う宅地開発等も進んでいることから、今後の人口増加による医療・福祉機能等に対

する需要の増加が見込まれています。 

 

３）戸田公園駅周辺地区 

本地区は、快速電車が停車する交通拠点である戸田公園駅を中心に、病床数 200 床以上の

総合病院をはじめとした医療機能、児童センターによる子育て支援機能が集積しており、ま

た地区の近傍に立地する県営戸田公園による水と緑が生み出す良好な自然環境も有していま

す。 

一方、将来人口推計によると、戸田公園駅の東側を中心に、高齢化が急速に進展すること

が予測されており、医療・福祉機能に対する需要の増加が見込まれています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

97 
 

表５－３ 各都市機能誘導区域内における施設の立地状況 

（ ○：立地あり、×：立地なし ） 

 北戸田駅周辺地区 戸田駅周辺地区 戸田公園駅周辺地区 

病院※ × × 
○ 

病床数 200 床以上 

総合福祉センター × 
○ 

健康福祉の杜 
× 

子育て総合支援センター × 
市役所、福祉保健センター

等に機能有 
こどもの国等に機能有 

図書館（本館） × ○ × 

文化・スポーツ施設 × 
○ 

文化会館、郷土博物館、 

スポーツセンター 
× 

大規模商業施設※ 

○ 

店舗面積 10,000 ㎡以

上 

○ 

店舗面積 3,000 ㎡以上

○ 

店舗面積 3,000 ㎡以上

市役所（本庁舎） × ○ × 

銀行・信用金庫 ○ × ○ 

※施設規模の根拠 

・病院 病床数 200 床以上：医療法における「地域医療支援病院」相当 
・大規模商業施設 店舗面積 10,000 ㎡以上：大規模集客施設の立地を可能とする都市計画の決定及び変更に

係る広域調整要綱（平成 30 年４月１日、埼玉県）における「大

規模集客施設」相当 

           店舗面積   3,000 ㎡以上：旧大規模小売店舗法における「第一種大規模小売店舗」相当 
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（２）市民意向調査の結果 

市内居住者 2,000 名を対象に 2017 年５月に実施した「立地適正化計画策定に係る市民意向調

査」において、住まいの周辺（都市機能誘導区域が含まれる都会的で洗練されたゾーン）に必

要な施設についての回答数（図５－８）が多かった施設は、「銀行・郵便局」「公園・広場」「診

療時間の長い身近な医療施設」「日常的に利用する商業施設」「大規模商業施設」となりました。 

 

図５－８ 意向調査における「住まいの周辺に必要な施設」 
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0% 2% 4% 6% 8% 10% 12% 14% 16% 18% 20%

1．保育園・幼稚園・学童保育室・・・・・・・・・・・・

2．子育て支援施設（一時預かり、地域子育て支援拠点等）

3．診療時間の長い身近な医療施設（小児科等）・・・・・

4．学習塾・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

5．図書館・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

6．営業時間の長い商業施設（スーパー等）・・・・・・・

7．日常的に利用する商業施設（スーパー、コンビニ等）・

8．大規模な商業施設（ショッピングモール等）・・・・・

9．銀行・郵便局・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

10．地域交流施設・・・・・・・・・・・・・・・・・・

11．行政窓口・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

12．公園・広場・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

13．バス停・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

14．その他・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
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（３）誘導施設の設定 

（１）、（２）を踏まえ、各都市機能誘導区域における誘導施設を表５－４のとおり設定しま

す。 

 

表５－４ 各都市機能誘導区域における誘導施設の整理 

（ ○：誘導タイプ、●維持タイプ ） 

北戸田駅周辺地区 戸田駅周辺地区 戸田公園駅周辺地区 

○病院 

・総合的な医療サービスを

受けることができる病床

数 20 床以上の施設 

●銀行・信用金庫 

・窓口機能を有する店舗 

（ATM 機能のみの施設は除

く） 

●商業施設 

・店舗面積 10,000 ㎡以上の

施設 

 

○病院 

・総合的な医療サービスを

受けることができる病床

数 20 床以上の施設 

○銀行・信用金庫 

・窓口機能を有する店舗 

（ATM 機能のみの施設は除

く） 

●商業施設 

・店舗面積 3,000 ㎡以上の

施設 

●市役所（本庁舎） 

●文化会館 

●図書館（本館）・郷土博物館

●スポーツセンター 

●健康福祉の杜 

●病院 

・総合的な医療サービスを

受けることができる病床

数 200 床以上の施設 

●銀行・信用金庫 

・窓口機能を有する店舗 

（ATM 機能のみの施設は除

く） 

●商業施設 

・店舗面積 3,000 ㎡以上の

施設 
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５ 届出制度 
 

（１）都市機能誘導区域外における誘導施設の整備に係る届出 

１）届出制度の目的 

都市機能誘導区域外における誘導施設の整備に係る届出は、本市が都市機能誘導区域外に

おける誘導施設の整備の動きを把握するためのものであり、都市再生特別措置法第 108 条第

１項に規定されています。 

なお、この届出制度に関する内容は、宅地建物等の取引における重要事項説明の対象とな

ります。 

２）届出の対象となる行為 

誘導施設について、都市機能誘導区域外で次に示す行為を行う場合には、原則として届出

が必要となります。 

また、都市機能誘導区域内にあっても、他の都市機能誘導区域にのみ位置づけられている

誘導施設について上記の行為を行う場合は、原則として届出が必要となります。 

【開発行為】 

①誘導施設を有する建築物の建築目的の開発行為を行おうとする場合 

【建築等行為】 

①誘導施設を有する建築物を新築しようとする場合 

②建築物を改築し、誘導施設を有する建築物とする場合 

③建築物の用途を変更し、誘導施設を有する建築物とみなす場合 

 

図５－９ 届出の対象となる例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３）届出の時期 

届出は、開発行為、建築等行為に着手する日の 30 日前までに行う必要があります。 

  

例）都市機能誘導区域Ａにおける誘導施設を「商業施設」、 

  都市機能誘導区域Ｂにおける誘導施設を「商業施設」「病院」とした場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

居住誘導区域

居住誘導区域外

届出必要

届出必要

都市機能誘導
区域Ａ

届出必要

都市機能誘導
区域Ｂ
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４）届出への対応 

届出者に対して、必要に応じて都市機能誘導区域内への誘導施設の立地に関する支援措置

について情報提供等を行います。 

５）届出の適用除外 

届出の対象行為のうち、適用除外となる開発行為、建築等行為については、必要に応じて

条例を定めるものとします。 

 

（２）都市機能誘導区域内における誘導施設の休廃止に係る届出 

１）届出制度の目的 

都市機能誘導区域内における誘導施設の休廃止の状況を把握するためのものであり、都市

再生特別措置法第 108 条の２第１項に規定されています。 

２）届出の対象となる行為 

誘導施設について、都市機能誘導区域内で誘導施設の休止又は廃止を行おうとする場合

は、原則として届出が必要となります。 

３）届出の時期 

誘導施設の休止又は廃止を行おうとする日の 30 日前までに行う必要があります。 

４）届出への対応 

届出者に対して、必要に応じて誘導施設を有する建築物の有効活用に関する情報提供等を

行います。 
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６ 居住誘導区域・都市機能誘導区域重ね図 
 

本計画における居住誘導区域及び都市機能誘導区域を重ねた図を図５－10 に示します。 

 






